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はじめに 

 

2011 年 3 月 11 日の福島第一原子力事故は、未曾有の東日本大震災を起点とした大規模

な複合災害でもあり、今年で 10 年が経過した。原子力発電所は決して重大な事故を発生しな

いとの「安全神話」が、事故対応に大きな瑕疵を生んだと思われる。初期対応の不手際だけでな

く、事故後 10 年を経過しても多方面の問題が解決されず、「原状復帰」、「昔の生活に戻りたい」

との住民の希望に添えない状況が続いている。 

 

 新潟県知事は、新潟の柏崎刈羽原発との関係から、福島原子力事故の検証を行う三つの委

員会（技術、健康・生活、避難委員会）を 2017 年に設立した。大別すれば、原子力発電所の安全

管理を主題とする技術委員会と、原子力事故の影響を論ずる他の二つの委員会に分類でき、

我々は健康・生活委員会の健康分科会を担当した。後者の二つの委員会は検証内容が関連す

るが個別の活動となり、重複する部分が多々ある状況となった事をお許し願いたい。 

 

健康分科会は原子力事故後の新潟県民の安全と安心の確保に資する情報を得る事を目的と

し、福島第一原子力事故による放射性物質の拡散や避難等による福島県民の健康被害の各種

調査・報告書等を科学的・医学的な視点から検証する会議を 7 回開催した。委員会は、放射線

被ばくの中でも被害の核心である事故時 18 歳以下の放射線被ばくによる甲状腺健康に焦点を

当てた。 

 

検証は、学術的な多数の論文を検討して何らかの結論を引き出す形式を取っていない。福島

の県民健康調査を土台とし、国際的な専門機関による福島第一原子力発電故を含む原子力事

故後放射線被ばくの報告書と教科書的な知識を基に、本分科会は検証を行った。 

 

しかしながら昨今、東京電力柏崎刈羽原子力発電所で度重なる不祥事により、原子力規制庁

を始め県民からの信頼は地に落ちている。さらなる検証を重ねなければ、原子力事故検証は終

わっていない。本健康分科会はこれまでの検証を踏まえ、新潟県の原子力事故予防・対応活動

に資する提言をここに記す。 

 

 

 

 

 

 

 

資 料 
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提言 

「福島の原子力事故＋地震による津波」の複合災害を検証した。今回の経験は原発の「安全

神話」を過去のものとし、更には「想定外」が常に起こる事を前提とした事故対応が常に求められ

る時代を迎え、以下の提言を提示して継続的な審議を行う。 

検証からの重大な結論としては、原子力事故に関与する国、県、市町村、東京電力、その他

の公的・私的機関・施設から得られたデータは国民に所属し、透明性の担保である。 

 

A. 通常時対応 

1. 原子力事故対応組織へのステークホルダーの参加 

2. 原子力発電所周辺に住む県・隣県の住民だけでないステークホルダーとのリスクコミュニケ

ーション 

3. 国、県、市町村、原子力事業者、特に東京電力から住民一人一人への迅速で継続的な分

かり易い原子力発電所の異常事態発生情報の伝達体制の完備 

4. 教育機関と住民への原子力事故の環境、健康への影響に関するヘルスリテラシー向上を

目指す教育の推進 

5. 原子力事故情報の一元化 

6. 本県独自の SPEEDI(緊急時迅速放射能影響予測ネットワークシステム)の構築 

7. 既存のモニタリングポスト、航空機モニタリング、走行サーベイ等のモニタリング情報の補完

として、原子力事故対応への多角的なドローンによる諸状況の頻繁な情報獲得（環境の放

射線測定、住民避難関連の交通情報）の視覚化を備えたシステムの構築 

8. 外部被ばくによる住民の個人線量計実測、時系列的な避難経路も含む行動記録、地域の

空間放射線量からの外部被ばく線量の推計・解析システムの構築 

9. 甲状腺健康モニタリングの標準化されたプロトコル策定 

10. 甲状腺健康モニタリングの実施医療従事者への適切な測定装置による技術指導と人材育

成 

11. 原子力事故発生から 4～6 週間以内の個人甲状腺被ばく測定システムの構築 

12. 安定ヨウ素の配布・服用システムの完備 

13. 専門家育成のため、全国共同利用施設を国に作るように進言 

14. 原子力事故と自然災害に対応する広島 CDC 類似組織の新設 

15. 放射線と健康リスクを評価するための疫学データの獲得 

16. 小児白血病発生のモニタリング 
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B. 事故発生時緊急対応 

 

1. 予測される被ばく開始の 24 時間前から被ばく開始後 2 時間以内(暴露開始の予想する 8 時

間前まで)の安定ヨウ素剤服用の遵守 

2. 高い表面汚染密度の避難住民へのガイドライン遵守（放射線量のスクリーニングモニタリン

グ、高い表面汚染密度の避難住民の選別と医療機関への転送） 

3. 環境と住民の放射線量測定、住民の甲状腺の放射線量の地域毎の時系列的推移の測定 

4. 避難による住環境の変化による乳児、高齢者、慢性病患者、障碍者の健康維持への医療・

介護支援 

5. 直ちに飲料水、飲食物中の放射性核種濃度測定と放射性物質汚染飲料水、飲食物の摂取

制限。同様に汚染農林水産物の採取及び出荷制限 

 

C. 事故後の中長期的対応 

1. 県民の健康調査（甲状腺検査、健康診査、心の健康度・生活習慣に関する調査、妊産婦に

関する調査等）と国際的アカデミアとの連携による調査結果の評価 

2. 高度甲状腺被ばく者、特に事故当時 18 歳以下の県民、45 歳の女性(妊娠可能な年齢者)、

事故後の出生者への長期甲状腺モニタリング（IARC, 46, 2018） 

3. 県民の健康調査で確認されたハイリスク者への国、当該電力会社からの長期的なフォロー

アップと長期的包括支援 

4. 市民も含む第三者組織による原子力事故対応活動の検証（事故後 1, 3, 5、10、20 年目

等） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



4 

注釈 

 

A – 1: 

ステークホルダー(stakeholder)とは、事業者が活動を営むことによって何かしらの影響または

利害関係が生じる相手を総称する意味で用いられる言葉である（実用日本語表現辞典）。原子

力発電所事業は、すそ野の広い多岐にわたる分野の専門家・関係者と関わる。本提言は、委員

会・協議会などへのステークホルダーとしての住民の参加を促す勧告（ICRP Publication 146, 

2020）を受けたものである。 

 

A - 6: 

 東京電力福島第１原発事故では、政府中枢にＳＰＥＥＤＩの存在が知らされず、ＳＰＥＥＤＩ自体も

データがうまく収集できなかったため、初期避難に混乱を招いた。結果的に、原発周辺の住民の

中には放射性物質が飛散した方向へ避難した人も多く、政府は強い批判を浴びたことから、２０

１５年４月、原子力規制委員会は実際に測定された実測値を基準に避難を判断するとし、

SPEEDI を避難の目安に活用しないことを決めた。重大事故が起きた場合、原発から半径５キロ

圏は即時避難、５～３０キロ圏は屋内退避後に、実測値に基づいて避難するとした。 

一方、米原子力規制委員会（NRC）は、原子力発電所からの事故に関する情報を収集し記録

する緊急時対応情報収集システムＥＲＤＳを、原子炉プラント内の事故状況の把握を行うための

原子炉安全評価システムＲＳＡＳを、および被ばく線量評価を行うための影響分析用放射線学的

評価システムＲＡＳＣＡＬを開発している。連邦緊急時管理庁（ＦＥＭＡ）は総合緊急時情報管理シ

ステムＩＥＭＩＳを、米国エネルギー省（ＤＯＥ）は緊急時環境放射能予測システムＡＲＡＣを、また

電力研究所（ＥＰＲＩ）は緊急時原子炉操作レベルモニターシステムＲＥＡＬＭを開発している。 

しかしながら、日本国内では米国のような一元化システムが構築されておらず、放射能の広

がりを予測することは難しい。そこで、本県では東京電力より緊急時に事故の規模や放射能の

放出量を直ちに報告することとし、予測システムを開発する。開発には、原子力情報コンサルタ

ントと協議し、開発に関わる費用等を見積もる。 

避難基準は、福島第一原発事故の際、米国は４日間で１０mSv を超える範囲としたことから、

これを基準値とする。 

 

A – 8: 

福島第一原発事故では、事故前の空間線量率の計測は限られていた。そのため、個人の被

ばく量を見積もるためのバックグラウンド値を設定することが非常に難しくなった。そこで、予め県

内の空間線量率をモニタリング車により計測しておく。また、事故時の個人線量を推測するため

のデータ集種は、モニタリングポストのデータのみでは不十分である。すべての県民に個人線量

計を持たせることも経済面から不可能であるため、病院の放射線モニタリングデータを活用する。

中規模病院以上では監視システムに放射線モニターが設置してある。このデータを県庁に一元
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化するシステムを構築することにより、個人被ばく量の高精度化を図る。 

 

A – 9: 

リスクの高い個人向けの選択的活動であり、甲状腺検査とフォローアップ検査を受けるか否か、

更にその方法を選ぶことができる（IARC テクニカル・レポート第 46 号）。次項 A-10．の報告書に

は、甲状腺量評価や超音波画像診断とその後の診断テストの標準プロトコルは今のところガイド

ラインがない、とされている。 

 

A – 10： 

甲状腺放射線被ばく量の直接測定はγ検出器を頸部にあて、甲状腺中の１３１Iの放射線崩壊に

由来するγ線の放射能を測定することによって行われる。具体的にはグレースケール超音波検

査、ドップラー超音波検査、エラストグラフィー、三次元画像診断等である。将来的には、多数の

データを基にしたAI及び機械学習による超音波検査の測定能力向上が期待される (Knowledge 

Gaps and Research Ideas Proposed by the IARC Expert Group on Thyroid Health Monitoring after 

Nuclear Accidents, 2019)。 

 

A - 11: 

短寿命核種による初期被ばく量の推定のため、短寿命核種の計測技術を事前に習得する。 

 

A - 16: 

事故発生前の小児白血病の発生者数の把握（小児白血病検査） 

 

B - 2: 

原子力災害対策指針の中の「防護措置の実施を判断する基準」として、計測可能な値で表さ

れる「運用上の介入レベル（OIL）が設定されている。不注意な経口摂取、皮膚汚染からの外部

被ばくを防止するため、除染を講じるための基準である OIL4 の指針の値は、β線として

40,000cpm、あるいは一か月後の値として 13,000cpm の表面汚染があった場合である。 

被災地住民登録票は年間１mSv を上回る日人々に罹災者証明書を発行する（この発行を示

す書類が見つかっていません）。 

 

 


